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抄録
目的：日本人の肺がん死亡率の都道府県差に関連する要因を探るため，男女別肺がん死亡率のデータ
を目的変数，各都道府県の各種生活環境指標を説明変数として非線形回帰分析手法により関連要因を
探索する実証分析を試みる．
方法：47都道府県の男女別肺がん死亡率について，健康，食物，環境分野の36種の説明変数との関係
を非線形回帰分析のサポートベクターマシン（SVM）により解析した．さらに感度分析法を用いた変
数選択によって，多数の生活環境要因の中から肺がん死亡率の都道府県差の関連要因を探索した．
結果：男女別肺がん死亡率の高い都道府県について，これまで指摘されてきた「喫煙」，「脂質」，「肺
がん検診」の他，新たな要因として男性では「魚介類」，「味噌」，「肉類」の摂取などの 6種，女性で
は「緑茶」，「野菜」の摂取などの 6種の関連要因が明らかになった．さらに，それら生活環境指標に
ついて肺がん死亡率との関連を感度分析により検討し，「喫煙」と「脂質」摂取が男女共通の特性と
して肺がん死亡率の高い都道府県に認められた．
結論：日本人男女の肺がん死亡の都道府県差と各種生活環境指標との関連を探るために，SVMと感度
分析を組み合わせた解析手法が有効であることを実証した．また，この方法により，コホート研究や
症例対照研究のための検討要因について参考となる新規の肺がん関連要因に関する情報を得ることが
できた．
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Abstract
Objectives: An empirical analysis has been tried to the lung cancer mortality data of prefectures as an 
objective variable and various lifestyle habit factors as explanatory variables by applying the nonlinear 
regression support vector machine (SVM) method, to get information on related factors to lung cancer 
mortality in Japan.
Methods: The SVM models for male and female mortality were trained and optimized by collectively 
using 36 explanatory variables in health, food, and environment fields. The resulting related factors to 
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I. はじめに

　がんは1980年以降，日本人の死因第 1位であり，近年
では全死者の30％（男34％，女26％）を占める．国は，
2007年のがん対策基本法の施行を機に，医療水準の均て
ん化を押し進めてきているが，がんの部位別死亡率の統
計や，がん検診の受診率，医療提供体制の統計などから，
地域間格差が存在している．人口動態統計によると，
2014年における人口10万人あたりのがん死亡率（75歳未
満年齢調整死亡率／男女計）は，最も高い青森県が98.0，
最も低い長野県が68.3と大きな差があった．
　がんの発生原因は部位によっても異なるが，喫煙や飲
酒，塩分の摂取過多などの生活習慣，ピロリ菌やウイル
スの感染などの生物的要因，放射線や紫外線，アスベス
トの被爆などの物理的要因が挙げられている [1, 2]．そ
の他，経済社会，地理環境などの外的要因も影響すると
される．このように複雑ながんの原因を解明するために，
がんの死亡率データを解析して決定要因を探索する疫学
研究が行われてきた [3-6]．
　その疫学的手法を大別すると，第一に，検証対象の要
因を持つ集団（コホート）と持たない集団について長期
間追跡し，両群間での目的疾患の発症率などを統計的に
比較することで要因を検索するコホート研究がある [7-9]．
第二は，着目する疾患の症例群と対照群について，過去
に遡って調査した要因の影響の違いを分析する症例対照
研究（ケースコントロール研究）である [10, 11]．第三は，
過去に発表された関連論文を総合評価し，症例に対する
要因の影響を解析するメタアナリシス研究である[12]．
この方法によるDoll and Peto [13]，Harvard Center for 
Cancer Prevention [14] のがん研究がよく知られ，日本
人についてはInoueらの研究 [15] がある．
　がんに対する各種要因の影響度の推定法としては，観
察集団内の個人ごとの疾病発生の有無と要因との相関を
解析する横断的研究（クロスセクショナル研究）[16, 17] と，

国や地域などの異なる集団間の疾病の頻度（罹患率，死
亡率等）と要因の相関を分析する生態学的研究（地域相
関研究）がある．この生態学的研究によりがん死亡に対
する各種要因の影響度が推定された [18, 19]．しかし，
個々の要因と死亡率との相関係数には他の要因の影響が
含まれるため，これらの手法で各要因の相対的影響度を
推定することは難しい．
　各種要因の相対的影響度をより定量的に推定する方法
として，がん死亡率を目的変数，複数の要因を説明変数
として線形回帰分析OLSを行う試みがある [20]．この方法
により世界各国のがんの死亡要因を分析した研究 [21-25] 
や，日本人についての研究 [26-29] がある．しかし，こ
れまでは限定的な少数の説明変数を用いてOLSで解析し
た研究が多い．また，死亡率との関係が一般に線形では
ない変数が多いため，OLSでは回帰決定係数が低い．し
たがって，がん死亡の決定要因とその影響度についてこ
れまでのOLS解析で得られた結果には信頼性の点で疑問
の余地がある．
　以上の観点から本研究では，都道府県・男女別のがん
死亡率を目的変数，それとの関連が想定される多数の生
活環境指標を説明変数とし，非線形回帰分析手法により
関連要因を探索する実証分析を試みた．この手法は生態
学的研究であるため，「生態学的誤謬（Ecological 
Fallacy）」の問題があり，都道府県別の死亡率データの
解析から得られた関連要因は，日本人個人の死亡原因と
関連づけられるものではなく，がん死亡の都道府県差に
関連しているものにすぎない．しかし，本研究で得られ
た関連要因に関する知見は，疫学研究等の検討要因につ
いても有用な参考情報になると考えられる．

II. 方法

₁．がん死亡率および各種指標のデータ
　がんの死亡率は部位により大きく異なるため，2014年

the lung cancer mortality were searched among those variables by employing the sensitivity analysis 
method.
Results: Nine kinds of related factors which satisfactorily reproduce the observed mortalities of lung 
cancer in 47 prefectures with high accuracy were obtained, such as smoking habit, daily intake of lipid, 
and lung cancer screening for male, and smoking habit and daily intakes of lipid, green tea and 
vegetables for female, respectively.  Smoking habit and daily intake of lipid are the most important 
factors for male and female Japanese, from their sensitivity values to mortality estimated by the 
sensitivity analysis.
Conclusions: The relative significance of the related factors to the lung cancer mortality of Japanese 
male and female is revealed by applying the combined use of SVM and the sensitivity analysis methods.  
The information found could be used for serving as a reference to factors which should be verified in 
cohort or case-control studies for clarifying the causes of lung cancer mortality.

keywords: lung cancer, mortality among prefectures, related factor analysis, nonlinear regression 
analysis, data mining

(accepted for publication, 17th November 2016)



田辺和俊，鈴木孝弘，中川晋一

600 J. Natl. Inst. Public Health, 65（6）: 2016

の日本人男女合計の死亡率第 1位（男性 1位，女性 2
位）の肺がんに着目した．おもな肺がんには，気管支の
末梢部分に発生し日本人に多い腺がんと，肺の中央部に
多く発生し，喫煙との因果関係が強いといわれる扁平上
皮がんがある [30]．日本人の肺がんに関する疫学研究は
非常に多く，多数の要因が挙げられるが [31, 32]，その
相対的影響度は明らかにされていない．本研究では，男
女の肺がん死亡の都道府県差の関連要因とその影響度を
疫学的な視点から探るために，2014年の人口動態統計 [33] 
による男女別・都道府県別の年齢調整がん死亡率（部位
は気管，気管支及び肺，単位は人口10万人当たりの死者
数）を目的変数に取り上げた．
　説明変数は，がんの要因としてこれまでに検討されて
きた指標の中から選択したが，その範囲は健康（喫煙，
飲酒等），食物（野菜・果物，脂質等），環境（大気汚染，
放射線等），医療・福祉（病床・医師，生活保護等），経

済（所得，失業率等），その他（教育，血液型等）など，
総計100種以上になる．これらの中から，疫学研究で肺
がん死亡に対する有意の効果の実証例が多く，かつ都道
府県別のデータが入手可能なものとして，表 1に示す36
種の生活環境指標を説明変数に採用した．このうち，人
口当たり，および男女別のデータがあるものはその数値
を用いた．受動喫煙については，厳密には同居の日常的
喫煙者の比率を用いるべきであるが，データがみつから
ないため，異性の喫煙率で代用した．下記の感度分析に
よる関連要因探索のために，すべての変数は数値 0と 1
の間に規格化した．説明変数が36種もあるため，記述統
計や相互相関係数は紙面の都合上，割愛した．
₂ ．非線形回帰分析による解析
　最新の非線形回帰分析手法であるサポートベクターマ
シン（SVM）[41-43] は，カーネルと呼ぶ非線形関数を
用いて多次元空間に写像した後に線形解析を行うことで，

表 ₁　 説明変数の定義およびデータ源
説明変数 定義（単位） データ源
喫煙＊ 日常的喫煙者の比率 国民生活基礎調査 [34]
受動喫煙＊ 日常的喫煙者（異性）の比率 国民生活基礎調査 [34]
喫煙指数＊ 1 日平均本数×年数＞200の人口比率 国民生活基礎調査 [34]
飲酒＊ 日常的飲酒者の比率 国民生活基礎調査 [34]
肺がん検診＊ 40歳以上の肺がん検診受診率 国民生活基礎調査 [34]
メタボ＊ メタボリックシンドローム該当者の比率 特定健康診査 [35]
高血圧＊ 収縮期血圧が140mmHg以上の人口比率 特定健康診査 [35]
肥満＊ Body Mass Indexの平均（kg/㎡） 国民健康・栄養調査 [36]
スポーツ＊ スポーツ行動者の比率 地域統計DB [37]
歩数＊ 1 日平均歩数（千歩/日） 国民健康・栄養調査 [36]
カロリー＊ 1 日平均摂取カロリー（千kcal/日） 国民健康・栄養調査 [36]
炭水化物＊ 炭水化物の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・栄養調査 [36]
米類＊ 米類の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・栄養調査 [36]
芋類＊ 芋類の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・栄養調査 [36]
そば 世帯のそば年間支出額（千円/年） 家計調査 [38]
蛋白質＊ 蛋白質の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・栄養調査 [36]
肉類＊ 肉類の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・栄養調査 [36]
魚介類＊ 魚介類の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・栄養調査 [36]
豆類＊ 豆類の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・栄養調査 [36]
味噌 世帯の味噌年間消費量（kg/年） 家計調査 [38]
卵類＊ 卵類の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・栄養調査 [36]
牛乳＊ 牛乳乳製品の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・栄養調査 [36]
ヨーグルト 世帯のヨーグルト年間支出額（千円/年） 家計調査 [38]
脂質＊ 脂質の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・養調査 [36]
野菜＊ 野菜の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・栄養調査 [36]
果物＊ 果物の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・栄養調査 [36]
海藻 世帯の海藻年間支出額（千円/年） 家計調査 [38]
砂糖 世帯の砂糖年間支出額（千円/年） 家計調査 [38]
塩分＊ 食塩の 1日平均摂取量（g/日） 国民健康・栄養調査 [36]
コーヒー 世帯のコーヒー年間消費量（kg/年） 家計調査 [38]
紅茶 世帯の紅茶年間支出額（千円/年） 家計調査 [38]
緑茶 世帯の緑茶年間支出額（千円/年） 家計調査 [38]
PM2.5 PM2.5の年平均濃度（ng/㎥） 国立環境研究所 [39]
NOx NOxの年平均濃度（ppm） 国立環境研究所 [39]
SO 2 SO2の年平均濃度（ppm） 国立環境研究所 [39]
ラドン ラドンの年平均濃度（Bq/㎥） 原子力規制庁 [40]
＊印をつけた説明変数：男女別の数値を使用．定義：変数のより詳細な定義については各DB
のホームページ（URLは文献欄）を参照．
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高速処理が可能，局所解の問題がない等，多くの利点が
ある．そのため，現時点では最も有効なデータマイニン
グ手法の一つとされる．本研究ではSVMのソフトウエ
アLIBSVM ver. 3.11 [44] を用いて解析を行った．
　多数の説明変数群の中から関連要因を探索するために
は，SVMのモデルパラメータと説明変数の最適化が必
要になる．前者については， 1個抜き交差検証法
（LOOCVT）を用いて 3つのパラメータ，g（RBFカーネ
ルのgamma），c（cost），p（loss functionのf）の最適化
を行った（SVMとLOOCVTの原理，用語の意味につい
ては [41-43] を参照）．後者については，一般に重回帰分
析では，有効でない説明変数を追加すると過学習状態に
陥り，学習誤差は減少するが，予測誤差は増大するため，
必要最小限の説明変数を抽出する変数選択が不可欠であ
る．本研究では，迅速な変数選択法として感度分析法を
採用した．この方法は，目的変数に対する各説明変数の
正味の感度を計算し，感度の低い変数を順次削除しなが
らSVMモデルを最適化し，予測値と実測値の平均二乗
誤差RMSEが最小となる変数の組を探索する方法である．
この方法は筆者らが開発し，様々な問題において有効性
を確認している [45-51]．そこで，交差検証法と感度分
析法を組み合わせた以下の手順により関連要因の探索を
実施した．
①データセット中の最初の都道府県を予測データ，その
他の46都道府県を学習データとし，パラメータg，c，
pをグリッドサーチして最適条件を探し，このモデル
に予測データを入力して死亡率の予測値を求める．
② 2番目以降の都道府県を予測データとして①の操作を
繰り返し，47都道府県について死亡率の予測値と実測
値のRMSEを求める．

③感度を求める説明変数は実際の数値に設定し，その他
の変数は全データの平均値に設定したデータをモデル
に入力して出力値を求め，当該変数の実測値を説明変
数，出力値を目的変数とする単回帰分析を行い，回帰
直線の傾きをその変数の感度とする．
④全説明変数の中で感度の絶対値が最小の変数を順次取
り除いて以上の操作を繰り返し，全都道府県について
のRMSEが最小になる説明変数の組を関連要因とする．

III. 結果

　36種の説明変数の中から関連要因を探索した結果，男
女ともそれぞれ 9種の変数においてRMSEが最小となっ
た（表 2）．この表には，比較のために，同じデータを
用いたOLSの結果も示した．OLSの変数選択は逐次減少
法（F値および標準偏回帰係数が最小の変数を順次削除
する方法）により行い，RMSEおよび回帰決定係数R2，
自由度調整回帰決定係数AR2はSVMと同様，LOOCVTに
よる予測値についての結果である．SVMのR2は男性で
は0.7以上と高く，危険率 5 ％で有意の回帰ありと判定
される．これに対し，OLSのR2はSVMより低く，特に女
性のR2はかなり低い．これらの結果から，SVMモデル
がOLSモデルより優れていることを確認できた．
　SVMモデルによる47都道府県の肺がん死亡率の実測
値と予測値の散布図を図 1に，また， 9種の関連要因の
内訳と感度分析で得られた感度を表 3に示す．SVMモ
デルにより肺がん死亡率が一部の県を除いて男女ともよ
く再現されており（図 1），RMSEは男女とも死亡率の
最大値と最小値の差より十分小さい（表 2）．女性につ
いてのR2の値が男性よりかなり低いこと，および，図 1

表 ₃　SVMによる関連要因の内訳，死亡率に対する感度，および実測値の範囲
順位 男 女

関連要因 感度 実測値の範囲 関連要因 感度 実測値の範囲
1 喫煙＊ 0.447 15～30（％） 喫煙＊ 0.419 7 ～24（％）
2 脂質＊ 0.379 54～113（g） 脂質＊ 0.299 49～60（g）
3 魚介類＊ 0.360 88～157（g） 緑茶 －0.293 1.23～11.3（千円）
4 肺がん検診＊ －0.318 34～58（％） 野菜＊ －0.284 240～365（g）
5 コーヒー 0.235 1.5～3.2（kg） 受動喫煙＊ 0.114 15～30（％）
6 味噌 －0.214 3.3～11.9（kg） 卵類＊ 0.093 31～50（g）
7 肉類＊ －0.151 64～115（g） 肺がん検診＊ －0.082 25～50（％）
8 芋類＊ －0.114 42～96（g） 牛乳＊ 0.047 84～137（g）
9 スポーツ＊ －0.109 57～74（％） コーヒー －0.044 1.5～3.2（kg）
＊印をつけた関連要因：男女別の数値を使用．

表 ₂　SVMとOLSによる肺がん死亡率の予測結果
SVM OLS
男 女 男 女

関連要因数 9 9 9 13
平均二乗誤差（RMSE） 1.094 0.651 1.930 1.851
回帰決定係数（R2） 0.762 0.557 0.402 0.284
自由度調整回帰決定係数（AR2） 0.705 0.449 0.257 0.002
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にみられるように一部の県での予測誤差がRMSEの 3倍
以上大きいことの原因としては，これらのOutliersに対
する説明変数の不足が考えられる．

IV. 考察

₁．先行研究との比較
（ ₁） 重回帰分析
　都道府県の肺がん死亡率についてOLS解析を行い，回
帰決定係数を報告している先行論文は 2報しかない．
Murataら[26]は20種の説明変数を用いたが，R2は0.093
～0.529，高玉ら [27] は説明変数10種を用いたが，AR2

は男性で0.370，女性で0.416である．しかも，これらの
決定係数は全都道府県の死亡率をOLSで学習した際の結
果であり，モデルの予測性能を評価していないが，本研
究で用いたLOOCVTは予測性能を厳密に評価できるこ
とから，本研究のSVMの回帰性能はこれらの先行研究
よりはるかに高いといえる．
　本研究で用いたSVMの利点は他にもある．OLSで非
線形関係を考慮するために，一部の変数の 2乗の項を説

明変数に追加して解析した論文 [52] があるが，このよ
うな対処法では非線形性が十分に考慮されたとはいえな
い．また，平山 [53] が示した喫煙と飲酒の複合効果の
ように，説明変数間に交互効果が予想される場合，説明
変数の積の項を追加してOLSで解析した論文 [54] があ
る．また，OLSでは目的変数の数より多い説明変数を用
いることは不可能なため，説明変数を分割して解析した
論文 [55] がある．さらに，相関の高い説明変数の組が
ある場合，OLSでは回帰分析が不安定になる（多重共線
性問題）ため，高相関の組の一方を除外する必要がある．
このように，OLSには様々な制約があるが，SVMでは，
目的変数・説明変数間の非線形性，説明変数間の交互作
用と高相関性，目的変数の数より多い説明変数の適用の
いずれの問題も，非線形カーネル関数の活用により
（カーネル回帰分析については成書 [56] を参照），高精
度の解析が可能である．
（ ₂） 相関分析
　解析に用いた全36説明変数について，死亡率との相関
係数と，感度との散布図を図 2に示す．関連要因の中に
は相関係数の絶対値が低い変数があり，また，相関係数

図 ₁　肺がん死亡率の実測値vs予測値（SVM）の散布図

図 ₂　関連要因（●）と非関連要因（○）の肺がん死亡率との相関係数vs感度の散布図
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が高い変数の中には関連要因にならなかったものがある．
本研究で関連要因の探索に用いた感度は，目的変数に対
する説明変数の正味の感度を示すが，目的変数との相関
係数には他の説明変数の寄与が含まれる．このことは先
行研究における解析方法に関して，以下の 2つの問題点
を示唆する．
　第一は，目的変数との相関分析に基づく説明変数の影
響度の考察である．藤井ら [57] は都道府県別の肺がん
死亡率に対して，肉類の摂取量が多数の説明変数の中で
最大の正の相関係数を示し，肺がんのリスクがきわめて
高いとした．しかし，本研究の結果（表 3）は肉類の感
度が負であり，肉類の摂取が肺がんの抑制に関連してい
ることを示唆する．また，藤井ら [58] は脂肪摂取量と
肺がん死亡率との相関はきわめて低く，リスクの有無は
不明とした．しかし，本研究の感度の値は男女とも脂質
摂取が多くなるほど肺がんの死亡率が高くなる傾向を示
唆する．このような相関分析で得られた先行研究の結果
には信頼性の点で疑問がある．
　第二の問題点は，先行研究でOLSを行う際の説明変数
の選定である．渡慶次ら [59] は約150種の社会経済指標
の中から各種がんの死亡率と相関の高い20指標を説明変
数に選び，また，多門ら [60] は同様の方法で100種以上
の経済社会指標の中から10種を説明変数に選び解析した．
しかし，このような方法では，選定された説明変数以外
に死亡率に大きな影響を与える変数を見落とす可能性が
ある．
　これに対して本研究では，多数の説明変数を一括して
非線形のSVMにより解析し，さらに関連要因を感度分
析法で探索した．この方法の採用により，先行研究より
高い回帰結果が得られ，肺がん死亡率の都道府県差の関
連要因とその相対的影響度に関して信頼性の高い結果が
得られたと考えられる．したがって，日本人男女の肺が
ん死亡の都道府県差の関連要因の探索法として，SVM
と感度分析を組み合わせた本研究の解析手法が有効であ
ることを実証した．
₂ ．関連要因とその影響度
　次に，感度分析で得られた感度に基づいて，関連要因
（表 3）の影響度について考察するが，「関連要因」と「影
響度」の意味について次の二点を確認しておく必要があ
る．第一は，本研究の手法は生態学的研究であるため，
都道府県別の死亡率データの解析から得られた関連要因
は，日本人個人の死亡原因と直接関係づけられるもので
はなく，肺がん死亡の都道府県差への影響度が高いもの
にすぎない．したがって，以下では文章が煩雑になるこ
とを避けるために，「肺がん死亡率の関連要因」「肺がん
のリスク要因」という用語を用いるが，「肺がん死亡率
の都道府県差の関連要因」「肺がんリスクの都道府県差
の関連要因」という意味である．
　二点目は，関連要因の「影響度」の意味である．上記
のように，表 3の感度は，当該要因以外の変数は固定し，
当該要因のみを表 3に示した実測値の範囲（47都道府県

の最小値と最大値）で変化させた場合の死亡率の変化か
ら求めた．したがって，この感度は，肺がん死亡率に対
する各関連要因の正味の感度を示しているが，表 3の感
度の大きさはその表にある各要因の数値の範囲と単位に
依存することに注意する必要がある．また，「喫煙率
（％）」と「脂質（g）」と「肺がん検診（％）」のように，
単位系の異なる諸要因の感度に基づいて，その相対的影
響度を考察することに疑問を抱くかもしれない．しかし，
本研究で得られた関連要因の感度は，表 3の各要因の数
値の範囲で各要因を変化させた時の，肺がん死亡率の都
道府県差の変化の大きさを示していることから，この感
度により要因の相対的影響度の比較が可能であると考え
られる．
（ ₁） 関連要因群の男女差
　表 3の関連要因の中で，男女に共通の要因は「喫煙」，
「脂質」，「肺がん検診」，「コーヒー」の 4種である．そ
のうち「喫煙」は男女とも 1位，「脂質」は 2位であり，
両方とも感度の符号が正であることから，肺がんの最大
の関連要因であることを示唆している．「喫煙」が最大
のリスク要因であることは，数多くの研究で一致した結
果として確認されているが，「脂質」については後で述
べるように，これまで肺がんのリスク要因とする根拠は
十分ではない．
　しかし，その他の要因は男女で肺がん死亡に対する感
度がかなり異なる．男性で 4位の「肺がん検診」は女性
では7位，男性5位の「コーヒー」は女性では9位と低く，
両者とも女性での感度は男性より低い．共通でない要因
では，男性3位の「魚介類」が女性では33位，女性3位の
「緑茶」が男性では22位のように，男女間で感度が大きく
異なるものがある．したがって，「喫煙」と「脂質」を
除けば，肺がん死亡率の要因の影響度は男女間で違いが
大きいことを示唆している．男女間でがんのリスク要因
が異なることを示した先行研究はあるが [26, 27, 57, 58]，
いずれもその原因については言及していない．
（ ₂） 関連要因と既往のリスク
　肺がんの最大リスクであるとされる「喫煙」について
は多くの研究があり [61-63]，Wakaiら [64] は日本人の
コホート研究と症例対照研究22論文のメタアナリシスを
行い，喫煙による肺がんリスク上昇の科学的根拠は確実
と結論した．しかし，喫煙の相対的影響度を推定した論
文は 4報しか見当たらない．平山 [3] は約27万人につい
て大規模コホート研究を行い，肺がん死亡に及ぼす毎日
喫煙の寄与危険度を男性71.5％と推定した．川南ら [65] 
は約 1万人についてコホート研究から，肺がん死亡に対
する喫煙の人口寄与割合を男性42.9％，女性7.1％と算出
した．Andoら [66] は約11万人についてコホート研究を
行い，人口寄与割合を男性52.2％，女性11.8％と算出し
た．Katanodaら [67] はコホート研究 3論文のメタアナ
リシスから，人口寄与危険度割合を男性69.2％，女性
19.8％とした．
　一方，本研究で得られた各関連要因の感度の数値を 2
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乗し， 9種の関連要因で規格化することにより，各関連
要因の肺がん死亡率に対する寄与度を求めることができ
る．この方法で推算される「喫煙」の寄与率は男性
27.6％，女性37.9％となり，上記の数値とかなり異なる
が，この違いの一因にはデータの時点の違いが考えられ
る．すなわち，本研究と各コホート研究について，追跡
期間に対する男性の「喫煙」の寄与率は，図 3のように，
喫煙率の急激な低下とよく対応している（ただし，女性
についてはこのような対応関係は見られない）．なお，
先行研究では，「喫煙」を肺がんのリスク要因とする論
文 [52, 53, 68-81] が圧倒的に多いが，女性のみ有意の効
果があるとする論文 [82] や，男女とも有意の効果はな
いとする論文 [55, 57, 83, 84] もあり，解析時点の違いが
これらの結果の違いを引き起こしている可能性がある．
　女性の関連要因の感度 5位になった「受動喫煙」につ
いて，先行研究の中で危険度を推定した論文は少ない．
平山[3]は約 9万人についてコホート研究を行い，非喫
煙の妻の肺がん死亡に対する夫の「喫煙」の寄与危険度
を31.0％と算出している．片野田ら [85] は既往調査の
データを用い，非喫煙女性の肺がん死亡に対する「受動
喫煙」の人口寄与危険割合を28.9％とした．本研究とこ
れらとの影響度の違いは，上記の能動喫煙と同様，男性
の喫煙率の低下によると考えられる．受動喫煙に関する
研究は多いが [86]，有意の影響があるとする論文 [87-93] 
と，有意の影響はないとする論文 [79, 83, 94-96] もある．
最近，国立がん研究センターによる多数の日本人を対象
に受動喫煙と肺がんの関連についての 9論文を統合・解
析するメタアナリシス研究の結果，受動喫煙の肺がんリ
スク評価を確実であるとしている [97] ．その研究では，
受動喫煙による相対リスクが，男性では0.45～1.8倍，女
性では1.00～3.09倍と対象者の性差でかなり差があるが，
平均で約1.3倍と結論付けている．
　男性 4位，女性 7位になった「肺がん検診」は，その
有効性については見直しが議論されてきたが [98-102]，

検診が有効であるとしている先行研究が多い [103-113]．
　がんの原因には，日常の食事の影響が大きなことが知
られている．米国人についてその相対的な寄与率がDoll 
and Peto [13] は35％，Harvard Center for Cancer Prevention 
[14] は30％と推定したが，日本人では男性60％，女性
40％というデータもある [114]．本研究では男女共通で
「脂質」と「コーヒー」，男性に対して「魚介類」，「味噌」，
「肉類」，「芋類」，女性に対して「緑茶」，「野菜」，「卵類」，
「牛乳」がそれぞれ関連要因となった．WCRF/AICRレ
ポート [2] は，肺がんに対して「野菜」の摂取は予防効
果がほぼ確実，「肉類」と「脂肪」はリスクの可能性あ
りと評価しているが，「肉類」を除いて感度の符号とほ
ぼ一致している．
　喫煙に次ぐ感度となった「脂質」は，その摂取ががん
の発生源になりうることが動物実験で認められ [115, 116]，
人間の大腸・乳・前立腺・膵がん等の発生に対しても最
大のリスク要因とされている [117-119]．しかし，肺が
んについては，欧米の論文をレビューした論文[120]で
は，コホート研究と症例対照研究の結果が一致していな
いため，「脂質」の効果は不明としている．ほかに男女と
も「脂質」は発がんリスクがあるとする論文 [55, 121-123]，
女性のみリスクがあるとする論文 [78]，男女とも有意
の効果はないとする論文 [58, 124] がある．このような
結果の相違については，脂質には発がんの促進成分と抑
制成分が混在するためという解釈がある [116]．本研究
では上で考察したように，男女とも脂質摂取が多くなる
ほど肺がんの死亡率が高くなる傾向が示唆された．
　「魚介類」についてWCRF/AICRレポート [2] は，魚
類の摂取は肺がんのリスクに対してデータ不十分として
いるが，わが国の先行研究では，魚摂取が肺がんに対し
て有意のリスクなしとした論文 [55, 57, 125] と，抑制効
果ありとした論文 [75, 123, 126] のみで，リスクありと
した論文は見当たらない．これに対して，本研究の結果
は，「魚介類」が男性の肺がん死亡の第 3位の関連要因

図 ₃　男性の喫煙率の推移と各研究による喫煙の寄与率
（横線：コホート研究の追跡期間，喫煙率：JT全国喫煙者率調査）
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であることを示唆する．水産物の消費が多いと推測され
る漁村では肺がんの死亡率が高い傾向があるという論
文 [90, 127, 128] があるが，その原因は不明としている．
　「肉類」摂取については，上で触れたように，男性の
肺がんへの影響度は低いが抑制効果があり，女性の場合
も関連要因には入らなかったが，同様に抑制傾向が示唆
された．WCRF/AICRレポート [2] は，鶏肉以外の赤身
肉や加工肉は肺がんリスクの可能性ありとしている．わ
が国の研究では，「肉類」の摂取がリスクありとする論
文 [27, 57, 58, 124] より，有意の傾向はないとする論
文 [53, 55, 68, 75, 83, 126] の方が多く，豚肉は抑制傾向
ありとする論文 [57] もある．上記の「魚介類」や「肉類」
は，その種類や貯蔵・加工・調理の方法により発がん成
分が異なるとされており，肺がんに与える影響について
は詳細な疫学研究が必要である．
　「緑茶」の摂取は，女性の肺がん死亡に対して感度第
3位で抑制効果があることを示唆する結果となったが，
「緑茶」と肺がんの関連を調べた先行研究は少なく，抑
制効果ありとする論文 [57] と，有意の効果はないとす
る論文 [129-131] がある．また，「緑茶」については産地，
品種，製法，使用法等により，がんの抑制成分と促進成
分の割合が異なるという指摘 [132] もあり，先行研究は
地域を限定したものが多いため，より詳細かつ広範囲の
疫学研究が望まれる．
　「野菜」や「果物」の摂取は，WCRF/AICRレポート [2] 
によれば，肺がんに予防効果ありと判定されている．し
かし，本研究の結果では，「野菜」が女性の 4位で抑制効
果を示すが，男性では11位，「果物」は男性33位，女性30
位で，いずれも関連要因にはならなかった．先行研究では，
予防効果ありとする論文 [27, 55, 68, 77, 83, 124, 126, 133] 
が多いが，有意の効果はないとする論文 [74] や，「野
菜」と「果物」で効果が異なるとする論文 [57, 58, 134, 135] 
もある．
　「スポーツ」が男性では 9位になったが，女性では有
意ではなく（34位），日本人全体では肺がん死亡への影
響度は大きくないことを示唆している．これまで身体活
動が活発な人ほど各種がんの罹患率や死亡率が低いこと
が報告されてきているが [136-138]，肺がんの死亡率に
対する影響を調べた研究は少ない [139, 140]．
　なお，本研究では大気汚染の影響をみるために，PM
2.5，NOx，SO2，ラドンの 4種の濃度測定値を説明変数
に加えて解析したが，いずれも関連要因にならなかった．
先行研究では，これら大気汚染物質の濃度が影響すると
いう報告が多い [17, 141-146] が，影響はないとする報
告 [147, 148] もある．しかし，これらの先行研究では，
PM2.5や様々な有害化学物質を排出する喫煙等を含む広
範囲の説明変数を用いた重回帰分析を行っていないため，
結果の信頼性には疑問の余地がある．
　以上，本研究で見出した関連要因と既往の肺がんリス
クとの関係をみたが，「喫煙」に次ぐ重要要因となった
「脂質」，「魚介類」，「緑茶」などについて，成分を特定

したより精密な解析を行う必要がある．さらに，本研究
で求まった関連要因は，都道府県間の肺がん死亡率の差
と相関が認められたものに過ぎず，すべてが個人の肺が
んの死亡要因であるとはいえない．日本の長寿化政策に
有用な知見を得るためには，時系列データや個人単位の
ミクロデータを解析した総合的な研究が必要であると考
えられる．

V. 結論

　本研究で得られた新たな知見をまとめると，次の 2点
に要約できる．
①複数要因の影響度推定法の有効性実証
　これまでほとんど解明されていなかった複数要因の影
響度の推定法として，多数の説明変数の中から非線形回
帰分析SVMにより探索した関連要因について感度分析
により影響度を推定する方法の有効性を実証した．
②肺がん死亡の都道府県差と生活環境要因の影響度に関
する知見
　都道府県・男女別の肺がん死亡率を男女それぞれ 9種
の生活環境指標についての統計データを用いて定量的に
モデル化できることを明らかにした．その関連要因には，
これまで肺がん死亡の重大なリスク要因とされていた
「喫煙」のほか，「脂質」，「魚介類」，「緑茶」，「野菜」の
摂取や「肺がん検診」の影響度が大きいことが判明し，
コホート研究や症例対照研究の検討要因についての新し
い関連要因に関する有用な情報が得られたと考えられる．
　今後の課題として，他の部位のがん（胃がん，乳がん，
大腸がんなど）の関連因子との比較が必要である．また，
WHOの報告書等によれば，がん死亡等の健康の関連要
因には本研究で取り上げた指標以外に，経済・社会，住
居・環境，人間関係・文化活動など，様々な要因が挙げ
られ，しかもそれらの要因は相互に関連しあって，ミク
ロ（生物個体）からメソ（個人・家族），さらにマクロ
（国家・世界）まで複雑な階層構造を形成するとされて
いる [149-151]．このような階層構造を考慮した健康の
関連要因の分析に有効と思われる解析手法として共分散
構造モデル [152] がある．構造化モデル等の高度な解析
手法を適用したがん死亡率の関連要因分析は本研究の展
開として重要なテーマである．
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